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資
料
１
：
湛
水
防
除
事
業
（
排
水
機
場
の
更
新
）
の
紹
介

湛
水
防
除
事
業
の
目
的

・
流
域
の
開
発
に
よ
る
流
出
量
の
増
大
や
、
地
盤
沈
下
等
の
立

地
条
件
の
変
化
等
に
よ
り
、
排
水
条
件
の
悪
化
し
た
地
域
を
対

象
に
、
主
に
農
作
物
の
湛
水
被
害
を
未
然
に
防
止
し
、
農
業
生

産
の
維
持
及
び
農
業
経
営
の
安
定
を
図
り
、
併
せ
て
国
土
の
保

全
に
貢
献
し
ま
す
。

湛
水
防
除
事
業
の
整
備
内
容

・
湛
水
被
害
を
防
止
す
る
た
め
に
行
う
排
水
機
、
排
水
樋
門
、
遊

水
池
等
貯
留
施
設
、
排
水
路
等
の
排
水
施
設
の
新
設
又
は
改

修
。
→
養
老
町
に
お
い
て
は
、
県
営
湛
水
防
除
事
業
等
に
よ
り
整
備

さ
れ
た
排
水
機
１
６
機
場
あ
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
機
場
は
、
１
４
の
土
地
改
良
区
が
個
別
に
管
理
し
て

お
り
、
排
水
機
場
の
維
持
管
理
修
繕
等
に
多
大
な
労
力
と
費
用

を
要
し
て
い
ま
す
。

出
典
：
農
林
水
産
省
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平
成
３
０
年
度
に
排
水
機
場
の
統
合
に
つ
い
て
、
技
術
的
・
経

済
的
な
検
討
を
行
っ
た
結
果
、
現
在
の
単
独
更
新
の
方
が
経
済

的
で
し
た
。

ま
た
、
近
年
の
異
常
気
象
に
対
す
る
リ
ス
ク
分
散
の
観
点
か
ら
、

排
水
機
場
の
統
廃
合
に
抵
抗
が
あ
る
地
域
が
多
く
あ
り
ま
す
。

※
統
合
更
新
の
方
が
維
持
管
理
費
を
節
減
で
き
ま
す
が
、
各
排

水
機
場
を
統
合
し
た
大
規
模
排
水
機
場
の
建
設
費
が
か
さ
み
、

維
持
管
理
費
を
４
０
年
間
積
上
げ
た
と
し
て
も
、
統
合
更
新
費
用

に
見
合
う
削
減
額
に
な
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

排
水
機
場
の
整
備
方
針
（
案
）

・
現
在
の
排
水
機
場
を
単
独
更
新

→
リ
ス
ク
分
散
や
経
済
性
か
ら
、
先
人
た
ち
の
投
資
を
引

き
継
い
だ
現
在
の
排
水
機
場
を
有
効
活
用
し
、
補
修
や
補

強
に
よ
り
Ｌ
Ｃ
Ｃ
を
低
減
。
更
新
も
単
独
で
行
い
ま
す
。

・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
管
理
負
担
軽
減

→
各
排
水
機
場
に
遠
方
監
視
、
遠
方
操
作
シ
ス
テ
ム
と
ポ

ン
プ
自
動
運
転
の
導
入
を
目
指
し
ま
す
。

※

排
水
機
場
に
監
視
制
御
装
置
を

組
み
込
み
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

や
パ
ソ
コ
ン
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
か
ら
情
報
を
リ
ア
ル
タ
イ
ム

で
表
示
し
ま
す
。
逆
に
排
水
機

場
の
操
作
も
で
き
ま
す
。

自
動
運
転
で
は
、
内
水
位
や
外
水

位
を
感
知
し
、
自
動
で
ゲ
ー
ト
や

ポ
ン
プ
が
稼
働
し
ま
す
。

※
雑
芥
処
理
や
不
測
の
事
態
に
対

応
す
る
た
め
、
洪
水
時
は
排
水
機

場
を
無
人
に
で
き
ま
せ
ん
。
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資
料
２
：
幹
線
農
道
の
紹
介

農
道
整
備
事
業
の
目
的

・
農
村
地
域
の
農
道
に
お
い
て
は
、
農
業
生
産
の
近
代
化
、
農

産
物
流
の
合
理
化
に
資
す
る
と
と
も
に
、
都
市
部
に
比
べ
て
立

ち
遅
れ
て
い
る
社
会
生
活
環
境
の
改
善
に
資
す
る
も
の
で
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

基
幹
的
農
道
の
説
明
と
、
養
老
町
の
整
備
状
況

・
農
業
生
産
活
動
、
農
産
物
流
通
の
農
業
用
の
利
用
を
主
体
と

し
、
併
せ
て
農
村
地
域
の
社
会
生
活
活
動
に
も
利
用
さ
れ
る
農

道
で
あ
り
、
農
村
地
域
の
基
幹
的
な
農
道
営
農
団
地
と
営
農
団

地
、
集
出
荷
施
設
等
と
一
般
道
な
ど
を
連
結
す
る
農
道
。

→
養
老
町
に
お
い
て
は
、
広
域
農
道
西
南
濃
が
整
備
済
。

幹
線
農
道
、
支
線
農
道
の
説
明
と
、
養
老
町
の
整
備
状
況

①
幹
線
農
道
：
集
落
と
ほ
場
、
ほ
場
と
ほ
場
、
ほ
場
と
集
出
荷
施

設
等
を
結
ぶ
主
要
な
農
道
。

②
支
線
農
道
：
幹
線
農
道
か
ら
、
農
地
に
連
絡
す
る
農
道
。

→
農
地
や
集
落
と
主
要
道
路
を
補
完
す
る
幹
線
農
道
は
、
養
老

町
内
に
も
高
田
農
道
や
南
部
農
道
な
ど
あ
り
ま
す
が
、
い
く
つ
か

の
地
区
で
は
不
十
分
で
す
。

支
線
農
道
も
幅
が
狭
く
、
大
型
営
農
機
械
の
走
行
が
で
き
な

い
地
区
が
い
く
つ
も
あ
り
ま
す
。

出
典
：
農
林
水
産
省
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『
農
道
整
備
事
業
』
や
『
ほ
場
整
備
』
を
活
用
し
て
、

農
業
の
近
代
化
と
生
活
環
境
の
改
善
に
資
す
る
、
幹
線

農
道
・
支
線
農
道
を
整
備
し
ま
す
。

イ
メ
ー
ジ
図
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資
料
３
：
ほ
場
整
備
の
紹
介

大
区
画
化
と
は

・
小
区
画
の
農
地
を
集
め
て
大
区
画
の
農
地
に
整
備
す
る
こ
と

で
、
大
型
機
械
の
導
入
が
可
能
と
な
り
、
労
働
時
間
の
短
縮
や

生
産
コ
ス
ト
の
縮
減
が
お
こ
な
え
ま
す
。

実
施
前
(小
区
画
)

実
施
後
(大
区
画
)

農
道
拡
幅
と
は

・
大
区
画
化
に
併
せ
て
農
道

を
拡
幅
す
る
こ
と
で
、
大
型
営

農
機
械
の
ス
ム
ー
ズ
な
通
行

を
確
保
し
ま
す
。

用
排
分
離
、
暗
渠
排
水
と
は

・
用
水
路
を
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
（
水
道
の
よ
う
に
蛇
口
を
ひ
ね
る
と
水

が
出
ま
す
）
に
す
る
こ
と
で
、
か
ん
水
手
間
を
省
力
化
。

実
施
前
（
開
水
路
)

実
施
後
(パ
イ
プ
ラ
イ
ン
)

・
排
水
路
を
深
く
し
、
農
地
の
下
に
暗
渠
排
水
を
設
置
す
る
こ
と

で
、
地
下
水
位
を
低
く
し
排
水
不
良
を
解
消
。

実
施
前
（
排
水
不
良
)

実
施
後
(地
下
水
位
低
下
)

ほ
場
整
備
事
業
に
よ
り
、
以
下
の
整
備
を
行
い
ま
す
。

幹
線
農
道
と
は

・
農
地
や
集
落
と
、
周
辺
の
主
要

道
路
（
国
道
、
県
道
等
）
を
結
ぶ

舗
装
道
路
を
造
成
、
農
業
や
生

活
交
通
の
改
善
を
図
り
ま
す
。

主
要
道
路
→

出
典
：
岐
阜
県
Ｈ
Ｐ
農
業
農
村
整
備

h
tt
p

:/
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re
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ほ
場
整
備
と
併
せ
て
行
う
企
業
誘
致
と
は

・
ほ
場
整
備
を
実
施
す
る
区
域
を
決
定
し
た
後
に
、
そ
の
区
域
の
中
の
一
部
に
企
業
誘
致
を
行
う
土
地
の
捻
出
も
可
能
で
す
。
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資料４：土地改良事業と同意徴収

土地改良法第85条
第１項：第三条に規定する資格を有する者は、政令の定めるところに
より、その資格に係る土地を含む一定の地域を定め、その地域に係る
土地改良事業を国又は都道府県が行うべきことを、国が行うべきもの
にあつては農林水産大臣に、都道府県が行うべきものにあつては都道
府県知事に、それぞれ申請することができる。

　土地改良事業を行う場合は、俗称の三条資格者（地権者又は耕作者）か
　ら、国ないし都道府県に『申請』するこができます。その事業計画を審
　査し、適当と認められた事業が採択を受けます。

　→土地改良事業は、申請事業とも呼ばれ、地元からの申請された事業を
　審査、許可し始めて、行政も事業着手できます。基本的には受益者（三
　条資格者)が事業の起点となります。
　　また、「三条資格者からの申請」であることを証明するために、地権者
　又は耕作者に対し、『同意徴収』という法律的な手続きが必要です。
　　申請事業の側面から、原則上は受益者から様々な協力（木々の伐採や
　井戸撤去、用地は寄付等、あくまでも原則論です。実際には簡単には行
　きません）が得られるこを前提とするのも特徴の１つになります。
　

農業用用排水施設、農業用道路等
　　用排水路や農道、頭首工、用排水機場等の整備に関し、地権者を対象
　とすると、同意徴収対象が多数に広がるため、耕作者を対象とするのが
　一般的です。
　　集積率が高いほど、同意徴収対象者が少なくなるので、法手続きが円

　 　滑に進みます。※補修や補強等の維持管理の範囲では同意徴収は不要です。

　→行政（県・市町村）と土地改良区、耕作者がまとまっていれば、事業
　を実施することが可能です。
　　ただし、農道単独で県営事業で行う場合は『当該路線を通過する農業
　交通量が過半以上』が事業採択要件にあります。営農計画と密接に連動
　しているため、抜本的に農業基盤を改良するほ場整備が予定されている
　場合は併せて実施することが望ましいです。
　　　※ほ場整備実施済の場合は、ただし書きは適用されません。

ほ場整備、農地造成
　　ほ場整備事業や農地造成といった事業は、個人の財産の変更を伴うも
　のであり、地権者から事業参加の意思を確認する必要があります。
　　換地処分による登記を行う前に『権利者会議』を開催し、地権者から
　３分の２以上の同意を得る法律的な手順を踏む必要があるためです。
　　事業の円滑な推進を図るため、現在のほ場整備は原則同意率１００％
　の地区しか認められていません。
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ほ
場
整
備
の
は
じ
め
方

資
料
５
：
ほ
場
整
備
事
業
を
開
始
す
る
に
あ
た
っ
て

・
『
ほ
場
整

備
』
は
、

受
益
者
か

ら
の

要
請

を
受

け
て

事
業
が
始
ま

り
ま
す
。

→
個
人
の
財

産
で
あ
る

農
地
を

登
記

し
直

す
『

換
地

』
が

伴
う
た
め

、
地
権
者

全
員
か
ら

の
同

意
(
＝

合
意

形
成

)
が

必
要

で
す
。
現

在
の
行
政

の
方

針
で

は
、

原
則

、
同

意
率
１
０

０
％
の
地

区
し
か
事

業
着

手
で

き
ま

せ
ん

。

・
ほ
場
整
備

は
規
模
が

大
き
く
な

る
ほ

ど
、

村
づ

く
り

の
側
面
が
強

く
な
り
ま

す
。
地
域

の
将

来
像

を
描

き
ま

し
ょ
う
。

→
換
地
手
法

を
用
い
れ

ば
、
農

業
ゾ

ー
ン

を
主

軸
と

し
て

、
集
落
付

近
に
は
将

来
の
住

宅
ゾ

ー
ン

。
国

道
や

県
道

周
辺
に
は

、
い
つ
で

も
企
業
誘

致
が

で
き

る
ゾ

ー
ン

等
も
設
定
す

る
こ
と
が

で
き
ま
す

。

・
地

権
者

か
ら
様
々
な

協
力
が
得

ら
れ
る
こ

と
を
前
提

と
し

て
い

ま
す
。

→
あ

く
ま

で
も
原
則
論

で
す
が
、

工
事
に
支

障
と
な
る

樹
木

や
小

屋
等
の
事
前

撤
去
や
、

換
地
時
の

調
整
や
説

得
の

た
め

、
地
元
内
で

話
し
合
い

を
し
て
も

ら
い
ま
す

。

ゾ
ー
ニ
ン
グ
図
（
地
域
の
将
来
像
）

・
農
林
水
産

省
は
、
『

ほ
場
整

備
後

の
営

農
』

の
た

め
に

予
算
を
投

入
し
ま
す

。
営
農

計
画

は
農

林
水

産
省

の
示

す
目
標
を

い
く
つ
か

達
成
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。

ほ
場
整
備
と
営
農
計
画

達
成
項
目
が

多
い
ほ
ど

、
優
先
順

位
が

上
が

り
ま

す
。

①
ほ
場
の

大
区
画
化

④
高

収
益

作
物

の
導

入
②

農
地
集

積
率
向
上

⑤
米

生
産

コ
ス

ト
削

減
③

耕
地
利

用
率

1
2
5
%
以
上

⑥
６

次
産

業
化

・
大

型
営

農
機

械
や
直

播
栽

培
、

米
麦

大
豆

の
２
年

３
作
、

野
菜

用
機

械
な

ど
、
様

々
な

技
術

の
導

入
を

検
討
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

。

農
業
ゾ
ー
ン

企
業
誘
致
ゾ
ー
ン

集
落
ゾ
ー
ン
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ほ場整備の事業推進について

1.土地改良の理念
　土地改良法第1条
　第１項：この法律は、農用地の改良、開発、保全及び集団化に関する
　事業を適正かつ円滑に実施するために必要な事項を定めて農業生産の
　基盤の整備及び開発を図り、もって農業の生産性の向上、農業総生産
　の増大、農業生産の選択的拡大及び農業構造の改善に資することを目
　的とする。
　第２項：土地改良事業の施行に当たつては、その事業は、環境との調
　和に配慮しつつ、国土資源の総合的な開発及び保全に資するとともに
　国民経済の発展に適合するものでなければならない。

　土地改良事業は、農業生産性の向上（農業生産量を増加させて、生産コ
　ストの削減、多品種の作付等）を目標としています。事業の進めるにあ
　っては、生態系や景観等の環境への配慮と、農業・生活・商業・工業と
　の調和、発展に適合しなければなりません。

　→ほ場整備では、換地手法において、分家用地を生み出す異種目換地や
　企業誘致用の土地や公共施設用の土地を生み出す創設非農用地が農業と
　の調和を乱さない面積（非農用地区域は地区面積の３割が上限ですが、
　実際にはある程度の余裕を持たせます）まで認められています。

2.ほ場整備のはじめ方
土地改良法第85条
第１項：第三条に規定する資格を有する者は、政令の定めるところに
より、その資格に係る土地を含む一定の地域を定め、その地域に係る
土地改良事業を国又は都道府県が行うべきことを、国が行うべきもの
にあつては農林水産大臣に、都道府県が行うべきものにあつては都道
府県知事に、それぞれ申請することができる。

　土地改良事業を行う場合は、俗称の三条資格者（地権者また耕作者）か
　ら、国ないし都道府県に『申請』するこができます。その事業計画を審
　査し、適当と認められた事業が採択を受けます。

　→土地改良事業は、申請事業とも呼ばれ、地元からの申請された事業を
　審査、許可し始めて、行政も事業着手できます。基本的には受益者（三
　条資格者)が事業の起点となります。
　　申請事業の側面から、原則上は受益者から様々な協力（木々の伐採や
　井戸撤去、用地は寄付等、あくまでも原則論です。実際には簡単には行
　きません）が得られるこを前提とするのも特徴の１つになります。
　
　　個人の権利を換地によって動かすことを前提とするほ場整備事業では
　特に『受益者の総意』が必要となります。
　　事業の円滑な推進を図るため、現在のほ場整備は原則同意率１００％
　の地区しか認められていません。

　　換地においては、個人対個人の利益、個人対公共の利益が反発し合う
　ことが多くあり、受益者、特に受益者を代表する土地改良区からの協力
　なしには、事業を進めることが困難になります。
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３．ほ場整備における農林水産省の営農方針について

・現在のほ場整備を行う事業を農林水産省では『農業競争力強化基盤
整備事業』と呼びます(岐阜県は経営体育成基盤整備事業です)。平成
２７年に策定された『総合的なＴＰＰ関連政策大綱』を機に変更され
ました。想定する競争相手は、生産コストの低い海外農業です。
・５年ごとに閣議決定される『土地改良中長期計画』は次年度の平成
２８年に策定されました。具体的な目標は、以下の通りです。

①令和５年度までに、担い手への農地集積率８割以上
②裏作が可能な地域での耕地利用率１２５％以上
③高収益作物の導入
④米生産コスト９，６００円/俵　以下
⑤地形勾配が１／１００以下での大区画ほ場が相当程度
⑥６次産業化の取り組み相当程度

 　①②④⑤から、農林水産省が掲げる目標が『生産コスト縮減』で
あることを表しています。 ③⑥は、農業経営の体質改善と解釈でき
ます。（実際には、すべての項目が一連となっています。）
　達成困難な目標が多くあります、特に③④⑥の達成は相当にハード
ルが高いです。
　 ③高収益作物：労働時間の長い野菜や果樹の導入です。本町で需

　要が高まっているキャベツも、農林水産省統計では、反当りの
　年間労働時間は１００時間を超えます（作物の単収単価の変動
　により上下しますが、経験上、地区面積の５～１０％程度必要
　になります。トマトやイチゴなど、単収単価の高い作物では、
　作付面積を少なくできますが、それに合わせて労働時間が増加
　します。） 
④米生産コスト９，６００円/俵以下:１農業経営体当たりの経営
　面積が相当程度ないと（少なくとも５０ｈａ程度以上。計算や
　諸条件が複雑で具体的な数字が示せない）、達成は困難です。
⑥６次産業化自体が、農業生産が安定し、投資や人的余裕が生じ
　て、始めて達成が確実と見込まれる事項です。ほ場整備計画に
　盛り込まれることは、まずないです。

　なお、達成項目が多いほど、優良地区とみなされ審査を通過しやす
くなります。
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営農方針についての解説
※岐阜県土連としての見解が多分にある机上論です。
※イメージの説明です。諸数値に根拠が伴いません。計算も簡略化。

例えば、昭和３０年代より以前にほ場整備を行った地域について

１反×１０枚 整備水準は、おそらく以下の通りです。
　　　＝１町歩 　ｲ.農地の標準的な大きさは１反

　ﾛ.道路幅は２～３ｍ程度
　ﾊ.かん水も排水も同じ水路

仮に１千万円を投資して
大型営農機械を導入して
も作業効率が悪く、経営
面積が１町歩しかない場
合・・・

１町歩当たりの機械コストは『１０,０００千円／ha』となります。
実際には、人経費や固定費、諸資材費等も加算されます。

ほ場整備を行って、作業効率が１０倍になれば、同じ営農機械を使用
しても経営面積を１０倍にすることができます。

１町歩×１０枚 　生産コストは単純に１０分の１まで下げ
　　　＝１０町歩 ることができます。

　機械コストは『１，０００千円／ha』に
低減。農業生産量も１０倍になります。

→農地集積の本質は、営
農機械１台当り、担い手
１人当りの経営面積を増
やして生産コストを低減
して、農業生産量を増加
させることです。

１０，０００千円／１０ｈａ＝　１，０００千円／ha

１０，０００千円／１ｈａ＝１０，０００千円／ha

１反 １反

１反 １反

１反 １反

１反 １反

１反 １反

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩
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　機械コストの更なる低減のためには、営農機械が重複する複数品
種の栽培も有効です。
　水稲においても、早生・中生・晩生の３品種を導入すると、単純
に経営面積を３倍に増やすことができます（あくまでも単純モデル
です。３倍にはならないのが一般的かと・・・）。

早生10ha 中生10ha 晩生10ha
合計
30ha

　作業時期の分散により、１台の営農機械の経営面積が３倍に増え
るのでコストは３分の１にできます。干ばつや高温障害等のリスク
分散の観点もあります。
　機械コストは、『３３３千円／ha』になります。

※補足説明
逆に経営面積１０ｈａを固定して、３．３ｈａづつ作付ける場合
は、営農機械のスペックダウンによるコスト削減も検討できます。
天気仕事なのでスペックダウンは難しいとの意見もあります。

　認定農業者や営農法人は地域ごとに発展して形成された場合が多
くあり、その経緯から経営面積の拡大には限界が生じます。
　機械経費をさらに削減するために、経営面積の代わりに作付面積
の拡大を図るのが、従来から現在まで続く方針です。

　特に岐阜西濃地域では、作業機械の重複の多い『米－麦－大豆』
の２年３作が一般的です。裏作率が２５％で作業機械が完全に重複
する場合機械コストは『２６６千円』に低減することができます。

　現在の農林水産省の方針は、ほ場の大区画と農地集積による生産
コストの低減にから生じる、余剰生産労力を高収益作物に割り当て
る方針となっています。

１０，０００千円／（３０ｈａ×１２５％）＝２６６千円／ha

１０，０００千円／３０ｈａ＝３３３千円／ha

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩

１町歩 １町歩
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資料６：土地改良区統合に関する基本方針 

 

１．統合整備に関する基本方針について 

土地改良事業の効果的な実施や適正な維持管理など本来の役割を果たし、地域農

業の持続的発展を図るためには、土地改良区の体制強化は重要な課題である。この

ため、養老町関係土地改良区合理化調査検討委員会では平成25年度より、土地改良

区合理化、統合整備等に関する調査検討を重ねてきたところである。 

養老町関係土地改良区合理化調査検討委員会において、統合整備に関する基本方

針が承認されたので、その方針に従い土地改良区の統合整備を推進する。 

記 

基本方針 その１・・・ 地区面積 300ha未満の土地改良区の解消 

 

将来にわたって、運営基盤を維持できる規模と事務局体制を整え、効果的で適正

な運営が図られるものとする。 

 

 基本方針 その２・・・ 重複・重 畳
ちょうじょう

土地改良区の解消 

 

受益の重複による組合員の負担軽減を図るとともに、基幹用排水路と末端用排水

路等の管理を一元化するなど、効果的・効率的な管理体制を目指す。 

 

基本方針 その３・・・基盤整備が未整備の土地改良区の解消 

 

用排水兼用水路を分離し、区画の大区画化・汎用化等の基盤整備を推進し、農地

利用集積、集約化を促進していく。未整備区域の土地改良区については、事業推進

の役割を強化し、大区画化ほ場整備事業の進捗に併せた統合整備を目指す。 

 

 

 

将来の構想は、養老町で土地改良区の１本化を目指す。 
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